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※1：ﾊﾞｽ集合場所等で緊急配布する10町村の住民は、避難退
域時検査場所（候補地計27箇所）でも緊急配布を受けられる

※2：避難退域時検査場所での配布については、候補地のうち
発災時に北海道が指定する箇所において配布

 避難住民等に対する安定ﾖｳ素剤の緊急配布に備え、北海道は計17箇所の施設に合計約714,000丸の丸剤と約2,000ｇの粉
末剤を備蓄。

 緊急配布が必要となった場合には、備蓄場所より各町村が指定するﾊﾞｽ集合場所（計94箇所）及び避難退域時検査場所（候
補地計27箇所）に搬送の上、対象住民等に順次配布を実施。なお、避難退域時検査場所に近接する寿都町、蘭越町及びﾆ
ｾｺ町については、発災時に北海道が指定する避難退域時検査場所で、対象住民等に順次配布を実施。

 今後、乳幼児向けのｾﾞﾘｰ状安定ﾖｳ素剤の備蓄及び配布についても検討。

避難住民等に対する安定ﾖｳ素剤の備蓄状況と緊急配布

PAZ

UPZ

（凡例）

：ﾊﾞｽ集合場所

：安定ﾖｳ素剤備蓄場所

：避難退域時検査場所

安定ﾖｳ素剤の緊急配布を実施

各町村が指定するﾊﾞｽ集合場所で緊急配布※1

（計94箇所）

避難退域時検査場所で緊急配布※2

寿都町：候補地3箇所 蘭越町：候補地5箇所
ﾆｾｺ町：候補地4箇所

安定ﾖｳ素剤備蓄場所

北海道：17箇所

道及び町村職員により、安定ﾖｳ素剤の搬送を実施

泊村：3箇所
共和町：21箇所
岩内町：14箇所
神恵内村：5箇所
倶知安町：9箇所

積丹町：1箇所
古平町：9箇所
仁木町：1箇所
余市町：26箇所
赤井川村：5箇所
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避難退域時検査場所候補地選定の考え方

ﾙｰﾄ 検査場所 避難元町村

１

①余市ｱｯﾌﾟﾙﾎﾟｰﾄ（農道空港）②中央

水産試験場③余市河口漁港④道の
駅「ｽﾍﾟｰｽ・ｱｯﾌﾟﾙよいち」⑤おたるﾏﾘ
ﾝ広場

泊村、神恵内村、

積丹町、古平町、

余市町

２

①都運動公園（赤井川村）②道の駅

あかいがわ③赤井川村山村活性化
支援ｾﾝﾀｰ（ｷﾛﾛﾘｿﾞｰﾄ入口）④ｷﾛﾛﾘ
ｿﾞｰﾄ

仁木町、赤井川村

３

①後志総合振興局②倶知安町中央

公園③旧東陵中学校④京極町総合

体育館⑤京極ｽﾘｰﾕｰﾊﾟｰｸ⑥喜茂別

町町民公園⑦喜茂別町農村環境改
善ｾﾝﾀｰ、【再掲】ﾙｽﾂﾘｿﾞｰﾄ

岩内町、倶知安町

４

①道の駅「ﾆｾｺﾋﾞｭｰﾌﾟﾗｻﾞ」･ﾆｾｺ町運

動公園②羊蹄山自然公園③道の駅
「230ﾙｽﾂ」④ﾙｽﾂﾘｿﾞｰﾄ

共和町、ﾆｾｺ町

５

①道の駅「らんこしふるさとの丘」②旧

目名小学校③蘭越町田下PA④黒松

内町白井川PA⑤道の駅「黒松内」

蘭越町

６
①潮路小学校②ゆべつのゆ、【再掲】

道の駅「黒松内」
寿都町

参考６
 北海道では、緊急時の避難を円滑に行うため、UPZ圏内人口や避難経路等を考慮し、避難元町村と
各避難退域時検査場所の対応付けを行ったうえで、候補地をあらかじめ準備。

避難退域時検査場所の候補地の設定
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避難退域時検査場所の運営体制

 避難退域時検査場所は、北海道及び原子力事業者が国、関係町村、関係機関の協力のもと運営。

 原子力事業者は備蓄資機材を活用し、500人程度の要員を避難退域時検査場所へ動員。

 指定公共機関（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構・国立研究開発法人日本原子力研
究開発機構）は国及び北海道からの要請に基づき、要員及び資機材による支援を実施。

泊地域の避難退域時検査場所における検査及び簡易除染の体制（例）
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